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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第166期中 第167期中 第168期中 第166期 第167期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 105,983 112,486 114,800 216,406 229,318

経常利益 (百万円) 3,654 7,401 7,416 8,752 12,506

中間(当期)純利益 (百万円) 1,975 2,623 2,883 3,477 5,126

純資産額 (百万円) 120,144 122,478 129,253 122,060 125,198

総資産額 (百万円) 264,684 267,438 277,315 268,066 271,364

１株当たり純資産額 (円) 434.63 443.17 467.84 441.12 452.62

１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) 7.15 9.49 10.44 12.10 18.07

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) 6.00 7.85 9.02 10.27 15.05

自己資本比率 (％) 45.4 45.8 46.6 45.5 46.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,741 10,892 9,283 18,353 20,137

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,733 △7,840 △5,007 △12,852 △14,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,848 △4,117 △3,939 △6,245 △7,462

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 13,986 15,060 15,332 16,066 14,525

従業員数 (名) 6,210 6,055 6,339 6,064 6,164



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第166期中 第167期中 第168期中 第166期 第167期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 81,041 87,592 88,403 167,201 176,665

経常利益 (百万円) 1,960 4,954 5,462 5,158 8,377

中間(当期)純利益 (百万円) 1,148 1,729 2,925 2,429 3,513

資本金 (百万円) 24,610 24,610 24,610 24,610 24,610

発行済株式総数 (株) 276,726,578 276,728,433 276,728,433 276,728,433 276,728,433

純資産額 (百万円) 111,658 114,820 119,973 115,217 116,812

総資産額 (百万円) 222,857 229,453 233,286 228,102 231,392

１株当たり純資産額 (円) 403.91 415.44 434.23 416.47 422.37

１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) 4.16 6.26 10.59 8.43 12.35

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) 3.65 5.31 9.14 7.39 10.56

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3.00 3.50 4.00 7.00 7.50

自己資本比率 (％) 50.1 50.0 51.4 50.5 50.5

従業員数 (名) 2,204 2,133 2,111 2,146 2,106



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当企業グループは、連結財務諸表提出会社(以下当社と称する)、連結子会社62社および関連会社10社により構成

されております。 

当中間連結会計期間において、当企業グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

主要な関係会社に異動はありません。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

 
  
(注) 当社の得意先である東洋製罐㈱の取締役１名は、当社の取締役を兼務しております。 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当企業グループにおける主要な組合組織は、東洋インキ労働組合であり、当組合の組合員数は2,021名で、いずれ

の上部団体にも属さず、労使協調して企業の発展に努力しております。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

印刷インキ 2,850 

グラフィックアーツ関連機器および材料 379 

高分子関連材料 804 

化成品およびメディア材料 1,626 

その他 302 

全社部門 378 

合計 6,339 

従業員数(名) 2,111 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油価格高騰などの逆風がありましたものの、堅調な個人消費を背景

とする米国の景気拡大や、中国などのアジア地域での経済成長が続きました。これらに支えられて、わが国経済も

昨年夏場以降続いてきた踊り場局面をほぼ脱し、企業収益が堅調に推移するとともに、設備投資の増加や個人消費

の回復が進むなど、緩やかに景気が回復してまいりました。 

当企業グループの事業分野におきましても、IT関連の在庫調整がほぼ一段落し液晶ディスプレイカラーフィルタ

ー市場も回復傾向にあるなど、全般的に需要の回復が進みましたが、印刷インキや化成品、高分子関連材料などの

主原料となる石油系原料価格が高騰しましたため、利益面では厳しい環境が続きました。 

このような状況のもとで、当企業グループは、「ねばり強く事業開発、製品開発、システム開発を成し遂げ

る」、「成果に結びつけるブランド力、技術力、マンパワーのステップアップを図る」、「CSR(コーポレート・ソ

ーシャル・レスポンシビリティ)重視の真のSSにチャレンジする」の３点を年度経営方針とし、事業を推進してまい

りました。 

第１に「ねばり強く事業開発、製品開発、システム開発を成し遂げる」方針につきましては、中期経営計画の初

年度は「技術力」に、２年目の前連結会計年度は「営業力（マーケティングパワー）」に、最終年度である当連結

会計年度は「開発持続の経営力」に焦点をあてて、事業の拡張、進化を進めております。 

具体的には、液晶ディスプレイカラーフィルター用材料の供給体制を強化するため、本年中に完成予定の台湾第

２工場の建設を進めるとともに、インクジェット材料や有機EL素子材料も、新製品の開発と拡販を進めるなど、新

しく開発した市場向けであるメディア材料事業の拡張を図ってきました。 

また化成品事業では、これらメディア材料の基幹原料となる高機能顔料の製造設備の強化を進めるとともに、自

動車プラスチック用着色剤事業の拡張をグローバルに進め、北米で新工場、中国珠海で新会社を稼動させました。 

印刷インキ事業においては、生産性や再現性、環境配慮などの市場ニーズを同時に実現するオフセット枚葉薄紙

印刷用インキ「ネオシリーズ」や、ノントルエンタイプのウレタン型高性能表刷りグラビアインキ「レアルカラ

ー」などの新製品を開発し拡販を進めてきました。 

高分子関連材料事業では、高機能製品を活用してディスプレイやエレクトロニクス、ライフサイエンス、自動車

関連などに市場を広げており、新市場での実績化が実りつつあります。さらに中国上海の新会社では、グラビアイ

ンキ、樹脂、粘接着剤の生産が本格化し、今後は高付加価値分野への拡販を進めていく予定です。 

第２に「成果に結びつけるブランド力、技術力、マンパワーのステップアップを図る」方針については、前連結

会計年度に実施しました製造所の集約や、情報システムなどの有形経営資源の整備が、当中間連結会計期間では大

きなコスト削減効果として実りましたが、これに加えて無形経営資源にも焦点をあて、これらの質の向上を図る活

動を行っています。 

本年９月に米国にて開催されました世界４大総合印刷機材展「PRINTO5&CONVERTINGO5」では、単独出展を行い、

印刷インキのみならず機能性素材などの製品や、高分子型有機EL材料、色素増感太陽電池材料などの次世代技術を

紹介し、グローバルな市場での当企業グループのブランド確立を図りました。また産業財産権なども含めた知的財

産の確保と価値向上を図るため、本年10月に本社組織として知的財産部を新設しました。さらに社員それぞれの役

割を明確化し、成果に繋げる新しい人事制度の導入も進めています。 

第３に「CSR(コーポレート・ソーシャル・レスポンシビリティ)重視の真のSSにチャレンジする」方針では、前連

結会計年度に引き続いて、化学メーカーとして環境調和を重視課題と捉えて活動を進めています。環境調和型製品

の開発については、当中間連結会計期間にも水無しオフセットインキ、UVインキ、ノントルエングラビアインキで



それぞれ新製品を発表しました。またシックハウス物質の低減を図る粘接着剤や、天然物由来の抗菌、抗ウィル

ス対応の新製品開発や拡販も進めています。 

製造所周辺などの環境保全については、前連結会計年度より土壌、地下水汚染リスクに関する全社的な対応体制

を整え、必要な対策を順次実施しています。さらに富士製造所に続き、川越製造所でもコージェネレーションシス

テム(天然ガスを燃料とする熱電供給システム)の導入を進めており、CO2の削減など環境負荷の低減を目指していま

す。なお、これらの活動については本年10月に「社会・環境活動報告書」を発行し情報開示しました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は1,148億円(前中間連結会計期間比2.1％増)、経常利益は74億16百

万円(前中間連結会計期間比0.2％増)、中間純利益は28億83百万円(前中間連結会計期間比9.9％増)と、期初の予想

を大きく上回り、原料費高騰前の前中間連結会計期間と比べても増収増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 
  

  

① 印刷インキ事業 

オフセットインキは、国内では激しい価格競争が引き続くなか、オフ輪インキや新聞インキが首都圏や中部を

始めとした各地域で販売数量を大きく伸ばし、売上高でも前中間連結会計期間を上回りました。一方、枚葉イン

キは需要が低迷し伸び悩みましたが、溶剤系大豆油インキとUVインキの良さを兼ね備えたハイブリッドインキの

拡販が進むとともに、シールラベル用UVインキも好調に推移しました。海外では、中国やオーストラリアで拡販

が進みましたものの、原料費や人件費の上昇分の販売価格への転嫁が遅れ、利益では微増にとどまりました。 

グラビアインキは、国内では主力の包装用やフレキソインキ(段ボール用)の需要が伸び悩みましたものの、建

装材用が好調に推移するとともに、溶剤販売が伸長しました。また東南アジアや韓国でも拡販が進みましたが、

原油価格の高騰に伴い原料費が大きく上昇し、国内、海外とも利益では厳しい状況が続きました。前年末に生

産・販売を開始しました中国上海の新会社は、原料費の上昇や初期の重い償却負担という逆風のなか、黒字化に

向け順調な稼動を進めています。 

当事業全体では、売上高が448億70百万円(前中間連結会計期間比4.5％増)と増収になりましたが、営業利益は

41億50百万円(前中間連結会計期間比9.8％減)と減益になりました。 

  

② グラフィックアーツ関連機器および材料事業 

グラフィックアーツ関連材料は、引き続きデジタル化の進展により、製版用フィルムの需要が縮小するなか、

CTP(コンピュータ製版)用を中心とした版材が伸長し、前中間連結会計期間を上回る売上高と利益を計上しまし

た。グラビア印刷用シリンダーの製版事業は、需要の低迷と価格競争の激化により低調に推移しました。 

グラフィックアーツ関連機器では、設備更新需要が活況で、大型印刷機械の販売が好調に推移するとともに、

デジタル印刷機の拡販も進みましたが、価格競争の激化により利益では伸び悩みました。 

  

売上高 営業利益 

前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

増減率
(％) 

前中間連結
会計期間 
(百万円) 

当中間連結 
会計期間 
(百万円) 

増減率 
(％) 

印刷インキ 42,947 44,870 4.5 4,600 4,150 △9.8

グラフィックアーツ関連機器
および材料 

16,289 17,258 5.9 599 538 △10.2

高分子関連材料 21,533 21,737 1.0 1,928 1,843 △4.4

化成品およびメディア材料 28,600 29,073 1.7 5,514 5,334 △3.3

その他 6,283 5,330 △15.2 233 74 △68.0

計 115,654 118,271 2.3 12,877 11,941 △7.3

消去又は全社 △3,168 △3,470 ― △5,911 △5,028 ―

連結 112,486 114,800 2.1 6,965 6,912 △0.8



当事業全体では、売上高は172億58百万円(前中間連結会計期間比5.9％増)と増収になりましたが、営業利益は

５億38百万円(前中間連結会計期間比10.2％減)と減益になりました。 

  

③ 高分子関連材料事業 

缶用塗料(フィニッシェス)は、国内ではPETボトル化や大手顧客の需要落ち込みなどにより、猛暑で飲料需要が

伸長しました前中間連結会計期間と比べて、低調な販売状況となりましたが、東南アジアや韓国では拡販が進み

ました。しかし国内、海外とも原料費が高騰し、人員圧縮などコストダウンを推進しましたものの、利益は厳し

い状況に推移しました。 

樹脂は、接着剤用や建築塗料用などの拡販が進み売上高は伸長しましたが、同様に原料費が上昇しましたうえ

に販売価格への転嫁が進まず、利益では伸び悩みました。 

接着剤関連は、ラベル市場が概ね活況に推移するとともに、ディスプレイ関連など新市場への展開も進み、粘

接着剤で売上を伸ばしました。また食品包装用のラミネート接着剤も拡販が進みました。利益では原料費が上昇

しましたが、コストダウンと販売価格への転嫁などを進め回復を図りました。 

塗工材料は、「貼る塗料」のマーキングフィルム関連材料が伸び悩みましたものの、エレクトロニクス関連テ

ープが新製品の販売や拡販により好調に推移しました。 

当事業全体では、売上高は217億37百万円(前中間連結会計期間比1.0％増)と増収になりましたが、営業利益は

18億43百万円(前中間連結会計期間比4.4％減)と減益になりました。 

  

④ 化成品およびメディア材料事業 

化成品では、国内では高機能の顔料やチップが引き続き好調に推移する一方、土壌浄化剤などの伸び悩みや低

粗利品の整理により、売上高では前中間連結会計期間を下回りましたが、高付加価値品への販売シフトにより利

益では好調に推移しました。しかし汎用顔料事業を中心とする海外では、ヨーロッパ、中国とも世界的な価格競

争の激化により厳しい状況が続いており、これに対処するため、グローバルな事業構造の最適化を進めていま

す。 

またプラスチック用着色剤は、国内では建装材市場向けが低調でしたが、容器市場向けや自動車市場向けが引

き続き好調でした。中国や北米では、新会社や新工場が稼動を始め拡販が進みましたが、開業費の償却など初期

費用の負担増から利益では伸び悩みました。 

メディア材料では、液晶ディスプレイカラーフィルター用材料が在庫調整局面を終え、緩やかに回復が進んで

きました。インクジェット材料は新製品が引き続き好調に推移し、売上高、利益とも大きく伸長しました。さら

にコンピュータ用バックアップテープ向けバックコート材も拡販が進むとともに、有機EL素子材料も販売を伸ば

しています。 

当事業全体では、売上高は290億73百万円(前中間連結会計期間比1.7％増)と増収になりましたが、営業利益は

53億34百万円(前中間連結会計期間比3.3％減)と減益になりました。 

  

⑤ その他の事業 

売上高は53億30百万円(前中間連結会計期間比15.2％減)、営業利益は74百万円(前中間連結会計期間比68.0％

減)と、メディア関連機器のスポット販売がありました前中間連結会計期間より減収減益になりましたが、ソフト

ウェア関連事業など不採算事業の整理は概ね終了しました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 
  

  
売上高 営業利益又は営業損失(△) 

前中間連結 当中間連結 前中間連結 当中間連結 



  

① 日本地域 

液晶ディスプレイカラーフィルター用材料の需要回復に加え、接着剤関連やグラフィックアーツ関連機器の拡

販が進むとともに、印刷インキも売上面では増加しましたため、好調でした前中間連結会計期間をも売上高で上

回りました。 

しかし一方では、石油系原料価格の高騰が利益を大きく圧迫し、各事業とも販売価格への転嫁や製造・物流な

どのコスト削減を図りましたが、各事業別の利益は伸び悩みました。 

このような厳しい状況のなか、情報システム費用や本社部門の人件費など、事業に按分されない本社費用を大

幅に削減することで利益の確保に努め、また持分比率の増加により東洋モートン株式会社を子会社化し連結対象

に加えたことで、売上高は949億92百万円(前中間連結会計期間比0.2％増)、営業利益は56億68百万円(前中間連結

会計期間比5.7％増)と、増収増益になりました。 

  

② アジア・オセアニア地域 

中国では、オフセットインキが引き続き好調に推移するとともに、上海のグラビアインキおよび高分子関連材

料の新会社(上海東洋油墨制造有限公司)や、珠海のプラスチック用着色剤の新会社(珠海東洋塑料有限公司)が本

格稼動して拡販が進みましたが、利益では原料費の高騰や、新会社の初期費用の増加により伸び悩みました。 

台湾の液晶ディスプレイカラーフィルター用材料の生産および販売は、在庫調整に伴う前年下半期の落ち込み

から、好調でした前年上半期並みに回復してきました。また韓国では、グラビアインキや缶用塗料(フィニッシェ

ス)が好調に推移しました。 

東南アジア地域では、グラビアインキや高分子関連材料などで拡販が進みましたが、原料価格の高騰により利

益では伸び悩みました。またオセアニアもオフセットインキなどの拡販が進みましたが、利益では伸び悩みまし

た。 

これらの結果、売上高は205億75百万円(前中間連結会計期間比11.9％増)と増収になりましたが、営業利益は10

億69百万円(前中間連結会計期間比15.8％減)と減益となりました。 

  

③ ヨーロッパ地域 

オフセットインキの拡販がありましたものの、主力の顔料がヨーロッパ市場の冷え込みや、中国やインド製な

どの廉価品の攻勢による世界的な価格競争の激化がさらに進み、厳しい状況が続きました。 

これらの結果、売上高は36億97百万円(前中間連結会計期間比5.6％減)、営業損失は１億95百万円(前中間連結

会計期間は１億21百万円の営業損失)と、減収減益になりましたが、このような状況を抜本的に改善するため、引

き続き収益力の低い事業の整理を進めるとともに、付加価値の高い製品へのシフトを進めています。 

  

④ 北米地域 

会計期間 
(百万円) 

会計期間
(百万円) 

増減率
(％) 

会計期間
(百万円) 

会計期間 
(百万円) 

増減率 
(％) 

日本 94,814 94,992 0.2 5,362 5,668 5.7

アジア・オセアニア 18,389 20,575 11.9 1,270 1,069 △15.8

ヨーロッパ 3,915 3,697 △5.6 △121 △195 ―

北米 4,460 5,194 16.5 112 18 △83.1

計 121,579 124,460 2.4 6,624 6,562 △0.9

消去又は全社 △9,093 △9,659 ― 341 350 ―

連結 112,486 114,800 2.1 6,965 6,912 △0.8



印刷インキや顔料など既存事業については、売上高はほぼ前中間連結会計期間並みでしたが、原料費の上昇な

どにより利益では厳しい状況に推移しました。一方、自動車関連プラスチック用着色剤や、塗工材料、メディア

材料などの新規または増強した事業については、大幅に売上が伸長しましたが、初期費用の負担が重く、利益で

は伸び悩みました。 

これらの結果、売上高は51億94百万円(前中間連結会計期間比16.5％増)となりましたが、営業利益は18百万円

(前中間連結会計期間比83.1％減)と減収になりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

  

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の期末残高は、期首残高より８億７百万円増

加し、153億32百万円となりました。 

営業活動により得られた資金は92億83百万円で、前中間連結会計期間に比べ16億９百万円減少しました。これ

は、税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間に比べ増加し、また非資金項目(資金減少のない費用)として固

定資産の減損損失があった一方で、たな卸資産の増加や仕入債務の減少による資金減少があったことなどによるも

のです。 

投資活動により使用した資金は50億７百万円で、前中間連結会計期間に比べ支出が28億32百万円減少しました。

これは、東洋モートン株式会社が連結対象に加わったことと、投資有価証券の売却に伴う収入が増加したことなど

によるものです。 

財務活動により使用した資金は39億39百万円で、前中間連結会計期間と同様に有利子負債の返済が進みました。 

  

  
前中間連結会計期間

(百万円) 
当中間連結会計期間

(百万円) 
増減 
(百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,892 9,283 △1,609

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,840 △5,007 2,832

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,117 △3,939 178

現金及び現金同等物の中間期末残高 15,060 15,332 272



２ 【生産、受注および販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 生産金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当企業グループにおける受注生産は極めて少なく、大部分計画生産でありますので、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額は、連結会社間の内部売上高を除いております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合につきましては、販売実績の総販売実績に対する

割合が10％以上の相手先が存在しないため、記載を省略しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

  

  

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷インキ 28,762 9.8 

グラフィックアーツ関連機器および材料 1,201 △4.7 

高分子関連材料 15,269 36.3 

化成品およびメディア材料 28,348 △3.1 

その他 352 13.3 

合計 73,933 8.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷インキ 44,626 4.2 

グラフィックアーツ関連機器および材料 17,225 6.6 

高分子関連材料 21,159 0.6 

化成品およびメディア材料 28,200 1.8 

その他 3,588 △24.6 

合計 114,800 2.1 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当企業グループは、独創技術の開発を基本理念とし、二大素材である顔料と樹脂の設計・合成に係わる要素技術

と、分散・印刷・塗加工に係わる要素技術を融合させ、環境調和と高機能化に向けて、新規材料および製品の開発か

ら生産技術の開発に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。 

現在、研究開発は、当社の技術・研究・開発本部(開発研究所、筑波研究所、顔料研究所、新規事業開発部、ポリマ

ー研究所、デジタルメディア研究所、CF材料開発室)、SCM本部(生産技術研究所)、各事業本部および各連結子会社の

技術部門により推進しています。研究開発スタッフは、グループ全体で約600名です。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、35億47百万円であり、事業の種類別の研究目的、主要

課題、研究成果および研究開発費は、次のとおりです。 

  

(1) 印刷インキ事業 

当事業では、最先端の環境調和技術の確立を大きなテーマとして、原材料面の探索・選択から製造工程に至るま

での技術・研究開発を展開しております。平成17年８月にはこの成果として、環境と高機能を両立させた枚葉イン

キの新製品「ネオシリーズ」を上市致しました。新しい概念で樹脂レベルから開発を行ったこのシリーズは、時代

の要求である多色両面機や水無し印刷用も取り揃え、現在お客様から高い評価を頂いております。日本、米国、中

国における印刷展では、更に次世代レベルへ進めた環境対応製品の開発を発表して、各方面から関心を頂きまし

た。 

グラビアインキでは、製品群の機能性向上を進めています。ノントルエン表刷インキ「レアルカラー」は、遮光

や印字など機能性を付与した品揃えを行い用途拡大を図りました。また大気汚染防止法改正に応じて、VOC(揮発性

有機化合物)発生を抑制する「低VOCインキ」の実用化を図るため、インキを含めた印刷システム全体からの検討を

始めています。VOC含有量を減少した高固形分インキ、アルコール使用量低減を可能にする水性インキ、溶剤回収を

可能にするインキなどが重要な課題です。 

当事業に係わる研究開発費は、12億33百万円です。 

  

(2) グラフィックアーツ関連機器および材料事業 

当事業では、印刷品質の向上及び標準化を目指す中での品質監視・管理を目的とした製品開発を積極的に提案・

実施しております。ヒット商品である印刷紙面検査装置「TOYO ASSISTANT」シリーズの新製品として、今までの不

良印刷物検査に加えてYMCK印刷色調監視を同時に行って、不良検品から一歩踏み込んだ印刷管理を可能とする装

置・システムを開発して展示会で発表しました。 

当事業に係わる研究開発費は、32百万円です。 

  



(3) 高分子関連材料事業 

当事業では、高機能化と環境調和を大きなテーマとして、樹脂合成技術、分散・配合技術、塗加工技術を利用し

た製品の研究開発を行っています。エレクトロニクス分野では、IT部品の精密加工工程に用いられる粘着テープ、

大型フラットパネルテレビ等のディスプレイ部材に用いられる粘着剤等を開発しました。工業材分野では、シック

ハウス等環境課題への対応として、VOCを抑制した低臭粘着剤を自動車向けや住宅内装向けに開発しました。パッケ

ージ分野では、PETボトルに対抗するキャップ付きボトル缶用の高加工性水性塗料、ライフサイエンス分野では、イ

ンフルエンザなどさまざまなウィルスの不活性化に効果のある植物抽出エキスをマスクや家電製品へ応用展開する

とともに、メディカル向けの粘着剤・塗加工製品にも開発の幅を拡大しています。 

当事業に係わる研究開発費は、７億66百万円です。 

  

(4) 化成品およびメディア材料事業 

当事業では、顔料合成技術や顔料分散技術を利用した製品の研究開発を行っています。顔料合成技術を利用した

有機EL素子材料では、すでに競合他社を大幅に上回る輝度、寿命などをもつ発光色素赤材料を発売していますが、

これに加えて照明用途を睨んだ高分子系材料を軸に進めています。液晶ディスプレイカラーフィルター用材料で

は、液晶TV用の高コントラストレジストインキを開発、量産化しました。顔料分散技術に関しては、光の波長域を

選択的に吸収、透過する光学機能を有する高透明高機能膜用分散体をはじめとする各種無機微粒子分散体の開発を

行い、市場展開を進めております。その他、生分解性樹脂向けの機能性コンパウンドや密着防止剤などの添加剤も

幅広く開発しています。インクジェットインキでは、前期に引き続き顔料分散技術を駆使した高濃度・低粘度型の

インクジェットインキが国内外へ継続・拡大しています。 

当事業に係わる研究開発費は、15億５百万円です。 

  

(5) その他の事業 

当事業に係わる研究開発費は、10百万円です。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

※ 完成後の増加能力については、生産品目が多種多様にわたっており、算定が困難であります。従って、完成後の増加能力は記

載しておりません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の
内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手および完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

台湾東洋彩光股份 
有限公司 

台湾 
台南市 

化成品および 
メディア材料 

カラーフィ
ルター用材
料工場 

1,362 475 自己資金
平成17年 
４月 

平成17年
12月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合はこれに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換社債等の権利行使を

含む。)により発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、旧商法第341条ノ２の規定に基づき転換社債を発行しております。当該転換社債の残高、転換価格および

資本組入額は、次のとおりであります。 

  

第５回無担保転換社債(平成８年12月４日発行) 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 485,010,000

計 485,010,000

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月９日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 276,728,433 276,730,288
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 276,728,433 276,730,288 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 14,999 14,998

転換価格(円) 539.00 539.00

資本組入額(円) 270 270



第６回無担保転換社債(平成８年12月４日発行) 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使(旧転換社債の権利行使を含む)により、発行済株式

総数が1,855株、資本金が500,850円、資本準備金が498,995円増加しました。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 千株未満は切り捨てて表示しております。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 14,346 14,346

転換価格(円) 539.00 539.00

資本組入額(円) 270 270

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 276,728,433 ― 24,610 ― 25,823

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１－５－１ 63,734 23.03

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 20,641 7.46

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 13,770 4.98

サカタインクス株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１－23－37 10,275 3.71

株式会社日本触媒 大阪府大阪市中央区高麗橋４－１－１ 7,138 2.58

東洋インキ従業員持株会 東京都中央区京橋２－３－13 6,329 2.29

東京書籍株式会社 東京都北区堀船２－17－１ 6,326 2.29

日本生命保険相互会社 
(特例勘定年金口) 

大阪府大阪市中央区今橋３－５－12 5,232 1.89

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 4,870 1.76

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 4,832 1.75

計 ― 143,150 51.73



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株(議決権23個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式および相互保有株式が次のとおり含まれております。 

当社所有の自己株式     987株 

相互保有株式 

 東洋インキ城東販売㈱   916株 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 436,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

(相互保有株式) 
普通株式 29,000

― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

274,422,000
274,422 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,841,433
― 同上 

発行済株式総数 276,728,433 ― ― 

総株主の議決権 ― 274,422 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東洋インキ製造株式会社 
  

  
東京都中央区京橋 
２―３―13 

436,000 ― 436,000 0.16

(相互保有株式) 
東洋インキ城東販売 
株式会社 

  
東京都台東区駒形 
１―４―４ 

29,000 ― 29,000 0.01

計 ― 465,000 ― 465,000 0.17

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 446 436 436 456 466 507

最低(円) 409 400 415 420 422 461



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)および前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表および中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  
  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     14,165 14,798   13,614 

２ 受取手形及び売掛金     80,409 83,658   82,499 

３ 有価証券     1,286 1,244   1,460 

４ たな卸資産     28,429 31,911   29,919 

５ 繰延税金資産     2,798 2,493   2,724 

６ その他     5,361 2,040   2,673 

貸倒引当金     △1,082 △1,350   △1,304 

流動資産合計     131,368 49.1 134,796 48.6   131,587 48.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物 ※２ 29,795   31,667 30,084   

(2) 機械装置及び運搬具   28,448   29,078 28,640   

(3) 工具器具及び備品   3,310   3,492 3,379   

(4) 土地 ※２ 26,994   26,929 27,234   

(5) 建設仮勘定   1,227 89,776 33.6 2,635 93,803 33.8 1,613 90,954 33.5

２ 無形固定資産     4,181 1.6 3,570 1.3   4,013 1.5

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   32,036   35,552 35,139   

(2) 繰延税金資産   1,166   756 746   

(3) その他   10,286   9,500 9,642   

貸倒引当金   △1,397 42,091 15.7 △701 45,109 16.3 △751 44,777 16.5

固定資産合計     136,048 50.9 142,483 51.4   139,745 51.5

Ⅲ 繰延資産     20 0.0 36 0.0   31 0.0

資産合計     267,438 100.0 277,315 100.0   271,364 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金     39,592 42,267   43,208 

２ 短期借入金 ※２   22,235 20,238   20,278 

３ コマーシャルペーパー     3,000 ―   2,000 

４ １年以内に償還予定の 
  転換社債     13,268 14,999   14,999 

５ 未払法人税等     1,014 1,504   1,062 

６ その他     14,925 14,399   13,338 

流動負債合計     94,035 35.2 93,408 33.7   94,887 35.0

Ⅱ 固定負債           

１ 転換社債     29,345 14,346   14,346 

２ 長期借入金     14,381 28,284   28,208 

３ 繰延税金負債     1,442 4,273   3,025 

４ 退職給付引当金     1,418 1,410   1,434 

５ 役員退職慰労引当金     594 610   601 

６ その他     164 129   176 

固定負債合計     47,346 17.7 49,053 17.7   47,792 17.6

負債合計     141,382 52.9 142,462 51.4   142,679 52.6

(少数株主持分)           

少数株主持分     3,577 1.3 5,599 2.0   3,486 1.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     24,610 9.2 24,610 8.9   24,610 9.1

Ⅱ 資本剰余金     25,824 9.6 25,824 9.3   25,824 9.5

Ⅲ 利益剰余金     73,472 27.5 76,677 27.7   75,019 27.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     2,842 1.1 5,531 2.0   4,168 1.5

Ⅴ 為替換算調整勘定     △4,150 △1.6 △3,232 △1.2   △4,283 △1.6

Ⅵ 自己株式     △120 △0.0 △157 △0.1   △142 △0.0

資本合計     122,478 45.8 129,253 46.6   125,198 46.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計     267,438 100.0 277,315 100.0   271,364 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     112,486 100.0 114,800 100.0   229,318 100.0

Ⅱ 売上原価     84,366 75.0 87,673 76.4   174,622 76.1

売上総利益     28,119 25.0 27,126 23.6   54,695 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 荷造運搬費   3,336   3,131 6,971   

２ 給料手当   4,717   4,761 9,330   

３ 賞与   1,228   1,222 2,566   

４ 福利厚生費   1,233   1,150 2,212   

５ 減価償却費   903   903 1,792   

６ 研究開発費   1,601   1,630 3,288   

７ その他   8,132 21,154 18.8 7,414 20,214 17.6 16,268 42,430 18.6

営業利益     6,965 6.2 6,912 6.0   12,264 5.3

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   94   78 176   

２ 受取配当金   203   215 296   

３ 固定資産賃貸料   223   202 455   

４ 為替差益   220   304 ―   

５ 持分法による投資利益   259   108 398   

６ その他   514 1,516 1.4 538 1,448 1.3 1,235 2,562 1.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   502   493 978   

２ その他   577 1,080 1.0 451 944 0.8 1,341 2,320 1.0

経常利益     7,401 6.6 7,416 6.5   12,506 5.5

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ 66   ― ―   

２ 投資有価証券売却益   ―   84 874   

３ その他   0 67 0.1 7 91 0.0 86 961 0.4

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却等損 ※２ 1,064   654 1,401   

２ 固定資産解体撤去費用 ※３ 1,214   ― 1,488   

３ 事業撤退損   ―   536 332   

４ 減損損失 ※４ ―   877 ―   

５ 前期損益修正損 ※５ 342   ― 342   

６ その他   241 2,862 2.6 111 2,179 1.9 808 4,373 1.9

税金等調整前 
中間(当期)純利益     4,606 4.1 5,328 4.6   9,093 4.0

法人税、住民税 
及び事業税   1,051   1,478 1,715   

法人税等調整額 ※６ 717 1,768 1.6 683 2,162 1.9 1,887 3,602 1.6

少数株主利益     214 0.2 282 0.2   365 0.2

中間(当期)純利益     2,623 2.3 2,883 2.5   5,126 2.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   25,823 25,824   25,823

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  25,824 25,824   25,824

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   72,088 75,019   72,088

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 2,623 2,883 5,126 

 ２ 連結会社の除外に伴う 
   増加高 

― ― 11 

 ３ 連結会社の増加に伴う 
   増加高 

― 2,623 17 2,901 ― 5,137

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 1,105 1,105 2,072 

２ 取締役賞与 133 1,238 138 1,244 133 2,206

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  73,472 76,677   75,019

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
  税金等調整前中間(当期)純利益   4,606 5,328 9,093

  減価償却費   5,467 5,500 11,618

  減損損失   ― 877 ―

  受取利息及び受取配当金   △297 △293 △473

  支払利息   502 493 978

  有形固定資産売却損益(益：△)   △60 ― 33

  有形固定資産除却損   1,056 446 1,276

  持分法による投資利益   △259 △108 △398

  前期損益修正損   342 ― 342

  売上債権の増減額(増加：△)   △430 △232 △2,864

  たな卸資産の増減額(増加：△)   △435 △1,038 △1,921

  仕入債務の増減額(減少：△)   1,255 △340 5,202

  その他   18 △74 △953

小計   11,766 10,557 21,934

  利息及び配当金の受取額   683 418 853

  利息の支払額   △516 △485 △1,003

  法人税等の支払額   △1,040 △1,207 △1,646

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,892 9,283 20,137

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
  定期預金の預入による支出   △228 △306 △461

  定期預金の払出による収入   6 134 65

  有形固定資産の取得による支出   △7,488 △7,334 △14,081

  有形固定資産の売却による収入   183 312 475

  新規連結子会社の取得による収入 ※２ ― 1,237 ―

  投資有価証券の取得による支出   △869 △1,167 △3,386

  投資有価証券の売却による収入   579 1,314 3,441

  その他   △23 801 △114

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,840 △5,007 △14,062

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
  短期借入金純増減額(減少：△)   464 △591 △1,352

  コマーシャルペーパー純増減額 
  (減少：△)   △1,000 △2,000 △2,000

  長期借入による収入   40 164 13,893

  長期借入金の返済による支出   △2,404 △159 △2,473

  社債の償還による支出   ― ― △13,268

  配当金の支払額   △1,106 △1,105 △2,074

  少数株主への配当金の支払額   △95 △230 △149

  その他   △17 △18 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,117 △3,939 △7,462

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   58 471 △153

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額(△)   △1,006 807 △1,541

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   16,066 14,525 16,066

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 15,060 15,332 14,525

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は64社であり、子会

社はすべて連結されております。 

主要な連結子会社の名称 

マツイカガク㈱ 

東洋ビーネット㈱ 

オリエンタル化成㈱ 

東洋インキ東京販売㈱ 

トーヨーケム㈱ 

天津東洋油墨有限公司 

フランカラー・ピグメンツ㈱ 

ライオケム㈱ 

東洋インキ・オーストラリア㈱ 

  当中間連結会計期間において、

１社を新たに連結子会社に含め、

２社を連結子会社より除外しまし

た。 

 ・東洋油墨企業管理(上海)有限公

司は当中間連結会計期間におい

て設立され、連結子会社に含め

ました。 

 ・前連結会計年度において連結子

会社であった天津東洋油墨印刷

物資有限公司および東洋デジタ

ル・コミュニケーション・サー

ビシズ㈱は当中間連結会計期間

において清算したことにより連

結の範囲から除外しました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は62社であり、子会

社はすべて連結されております。 

主要な連結子会社の名称 

マツイカガク㈱ 

東洋ビーネット㈱ 

オリエンタル化成㈱ 

東洋インキ東京販売㈱ 

トーヨーケム㈱ 

天津東洋油墨有限公司 

フランカラー・ピグメンツ㈱ 

ライオケム㈱ 

東洋インキ・オーストラリア㈱ 

  当中間連結会計期間において、

２社を新たに連結子会社に含め、

２社を連結子会社より除外しまし

た。 

 ・前連結会計年度において持分法

適用会社であった東洋モートン

㈱は、当中間連結会計期間にお

いて議決権の過半数を取得した

ことに伴い連結子会社となりま

した。これに伴い、東洋モート

ン㈱の子会社である東洋モート

ン韓国㈱も連結子会社となりま

した。 

 ・前連結会計年度において連結子

会社であった東洋エフ・シー・

シー㈱および東洋インキ名古屋

販売㈱は当中間連結会計期間に

おいて清算したことにより連結

の範囲から除外しました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は62社であり、子会

社はすべて連結されております。 

主要な連結子会社の名称 

 「第１ 企業の概況」に記載し

ているため省略しております。 

  当連結会計年度において、１社

を新たに連結子会社に含め、４社

を連結子会社より除外しました。 

 ・東洋油墨企業管理(上海)有限公

司は当連結会計年度において設

立され、連結子会社に含めまし

た。 

 ・前連結会計年度において連結子

会社であった㈱アイ・アンド・

アイ、天津東洋油墨印刷物資有

限公司、東洋コンサルティング

S.A.R.L.および東洋デジタル・

コミュニケーション・サービシ

ズ㈱は、当連結会計年度におい

て清算したことにより連結の範

囲から除外しました。 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社10社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

主要な会社等の名称 

東洋モートン㈱ 

東洋ペトロライト㈱ 

江門東洋油墨有限公司 

当中間連結会計期間において、

１社を持分法適用会社から除外し

ました。 

・エルコーシー・テクノロジー㈱

は当中間連結会計期間において

当企業グループの保有株式の全

部を売却したことにより、持分

法適用会社から除外しました。 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社10社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

主要な会社等の名称 

東洋ペトロライト㈱ 

江門東洋油墨有限公司 

当中間連結会計期間において、

１社を新たに持分法適用会社に含

め、１社を持分法適用会社から除

外しました。 

・珠海住化複合塑料有限公司は当

中間連結会計期間において設立

され、持分法適用会社に含めま

した。 

・前連結会計年度において持分法

適用会社であった東洋モートン

㈱は、当中間連結会計期間にお

いて議決権の過半数を取得した

ことに伴い連結子会社となりま

した。 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社10社に対する投資につ

いて、すべて持分法を適用してお

ります。 

主要な会社等の名称 

 「第１ 企業の概況」に記載し

ているため省略しております。 

当連結会計年度において、１社

を持分法適用会社から除外しまし

た。 

・エルコーシー・テクノロジー㈱

は当連結会計年度において当企

業グループの保有株式の全部を

売却したことにより、持分法適

用会社から除外しました。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

在外連結子会社の中間決算日

は、いずれも６月30日であり、連

結に当たっては当該中間財務諸表

を使用しております。なお、中間

連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

在外連結子会社の中間決算日

は、東洋モートン韓国㈱を除き６

月30日であります。中間決算日が

中間連結決算日と異なる連結子会

社については、その差異が３ヶ月

を超えないため、仮決算は行って

おりません。 

中間連結決算日までの期間に発

生した重要な取引について、連結

上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

在外連結子会社の決算日はすべ

て12月31日であります。決算日が

連結決算日と異なる連結子会社に

ついては、その差異が３ヶ月を超

えないため、仮決算は行っており

ません。 

連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引について、連結上必

要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法) 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

…同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

…同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

…同左 

② デリバティブ 

…同左 

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…主として総平均法による

原価法 

ｂ．原料 

…当社および国内連結子会

社は主として総平均法に

よる原価法 

在外連結子会社は先入先

出法または移動平均法に

よる低価法 

ｃ．商品、貯蔵品 

…当社および国内連結子会

社は主として最終仕入原

価法 

在外連結子会社は主とし

て先入先出法または移動

平均法による低価法 

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…同左 

  

ｂ．原料 

…同左 

  

  

  

  

  

ｃ．商品、貯蔵品 

…同左 

  

  

  

  

③ たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

…同左 

  

ｂ．原料 

…同左 

  

  

  

  

  

ｃ．商品、貯蔵品 

…同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社および国内連結子会社は

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法 

在外連結子会社は主として定

額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社および国内連結子会社は

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法 

在外連結子会社は主として定

額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

方法 

有形固定資産 

…当社および国内連結子会社は

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法 

在外連結子会社は主として定

額法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 
運搬具 

４～15年

工具器具及び 
備品 

４～10年

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び
運搬具 

４～15年

工具器具及び
備品 

４～６年

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 
運搬具 

４～15年

工具器具及び 
備品 

４～10年

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 当社および主要な連結子会社

においては、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 当社および主要な連結子会社

においては、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結子会社３

社において、役員に対する退職

慰労金の支払いに充てるため、

内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を引当計上しており

ます。 

 なお当社においては、平成16

年５月に役員退職慰労金内規を

改定しており、平成16年７月以

降対応分については引当計上を

行っておりません。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結子会社３

社において、役員に対する退職

慰労金の支払いに充てるため、

内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を引当計上しており

ます。 

 なお当社においては、平成16

年５月に役員退職慰労金内規を

改定しており、平成16年７月以

降対応分については引当計上を

行っておりません。従いまし

て、当中間連結会計期間末の残

高は、現任取締役が平成16年６

月以前に就任していた期間に応

じて引当計上した額でありま

す。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結子会社３

社において、役員に対する退職

慰労金の支払いに充てるため、

内規に基づく連結会計年度末要

支給額を引当計上しておりま

す。 

 なお当社においては、平成16

年５月に役員退職慰労金内規を

改定しており、平成16年７月以

降対応分については、引当計上

を行っておりません。従いまし

て、当連結会計年度末の残高

は、現任取締役が平成16年６月

以前に就任していた期間に応じ

て引当計上した額であります。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外連結子会社等の資産お

よび負債は中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益および費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分および資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外連結子会社等の資産および

負債は決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益および

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分および資本の部における為

替換算調整勘定に含めておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップ取引のうち、特

例処理要件を満たしているもの

について特例処理を採用してお

ります。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ

取引 

   ヘッジ対象……長期借入金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   支払利息の変動金利リスクを

回避し、支払利息のキャッシ

ュ・フローを固定化する目的で

金利スワップ取引を行っており

ます。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を充足してい

るため、有効性の判定は省略し

ております。 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は手元現金、要求払預金

および容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない、取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する短期

投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は手元現金、要求払預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない、取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する短期投資

からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間連結会計期

間から適用しております。これによ

り税金等調整前中間純利益が877百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

――――― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「投資有価証券売却益」(当中間連結会計期間０百万

円)は特別利益の総額の100分の10以下であるため、当中

間連結会計期間より特別利益の「その他」に含めて表示

しております。 

  

 前中間連結会計期間において、「固定資産除却等損」

に含めて表示しておりました「固定資産解体撤去費用」

は、重要性が増加したため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「固定資産除却等損」に

含まれている「固定資産解体撤去費用」は120百万円、

前連結会計年度の「固定資産除却等損」に含まれている

「固定資産解体撤去費用」は260百万円であります。 

  

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「投資有価証券売却損」(当中間連結会計期間８百万

円)、「投資有価証券評価損」(当中間連結会計期間49百

万円)、「会員権評価損」(当中間連結会計期間９百万

円)および「環境対策費」(当中間連結会計期間174百万

円)は特別損失の総額の100分の10以下であるため、当中

間連結会計期間より特別損失の「その他」に含めて表示

しております。 

  

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「固定資産売却益」(当中間連結会計期間７百万円)

は、特別利益の総額の100分の10以下であるため、当中

間連結会計期間より特別利益の「その他」に含めて表示

しております。 

  

 前中間連結会計期間において、特別利益の「その他」

に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」

は、特別利益の総額の100分の10を超えることとなった

ため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の特別利益の「その他」に

含まれている「投資有価証券売却益」は０百万円であり

ます。 

  

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「固定資産解体撤去費用」(当中間連結会計期間145百

万円)は、特別損失の総額の100分の10以下であるため、

当中間連結会計期間より特別損失の「固定資産除却等

損」に含めて表示しております。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「投資有価証券売却損益」(当中間連結会計期間７百

万円)、「投資有価証券評価損」(当中間連結会計期間49

百万円)は重要性が減少したため、当中間連結会計期間

より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しております。 

  

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「持分法による投資利益」は、重要性が増加したため、

当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「持分法による投資利

益」は△128百万円、前連結会計年度の「持分法による

投資利益」は△181百万円であります。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「有形固定資産売却損益」(当中間連結会計期間31百

万円)は、重要性が減少したため、当中間連結会計期間

より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しております。 

  



  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「有価証券の取得による支出」(当中間連結会計期間

△28百万円)、「有価証券の売却による収入」(当中間連

結会計期間33百万円)、「貸付の実行による支出」(当中

間連結会計期間△２百万円)および「貸付金の回収によ

る収入」(当中間連結会計期間169百万円)は重要性が減

少したため、当中間連結会計期間より投資活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

す。 

  

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「自己株式の取得による支出」(当中間連結会計期間

△15百万円)および「自己株式の売却による収入」(当中

間連結会計期間１百万円)は重要性が減少したため、当

中間連結会計期間より財務活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(企業会計基準委員会 平成

16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割および資本割122百万円

を販売費及び一般管理費として処理

しております。 

――――― (法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(企業会計基準委員会 平成

16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割および資本割239百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

141,569百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

146,488百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

143,000百万円 

※２ 担保に供している資産並びに

担保付債務 

    担保に供している資産 

建物及び 
構築物 

75百万円

土地 397 〃 

計 473 〃 

※２ 担保に供している資産並びに

担保付債務 

    担保に供している資産 

建物及び
構築物 

86百万円

土地 452 〃

その他 37 〃

計 576 〃

※２ 担保に供している資産並びに

担保付債務 

    担保に供している資産 

建物及び
構築物 

79百万円

土地 421 〃 

その他 29 〃 

計 530 〃 

    担保付債務 

短期借入金 1,129百万円

    担保付債務 

短期借入金 1,175百万円

    担保付債務 

短期借入金 1,278百万円

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は中間連結決

算日の為替相場によるもので

あります。 

㈱生産経済 
新聞社 

626百万円

その他 401 〃 

従業員 
(住宅ローン) 

2,328 〃 

計 3,356 〃 

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は中間連結決

算日の為替相場によるもので

あります。 

㈱生産経済
新聞社 

525百万円

その他 136 〃

従業員 
(住宅ローン)

1,975 〃

計 2,637 〃

 ３ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は連結決算日

の為替相場によるものであり

ます。 

㈱生産経済
新聞社 

575百万円

その他 152 〃 

従業員
(住宅ローン) 

2,156 〃 

計 2,884 〃 

 ４ 受取手形 
割引高 

47百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

926 〃 

 ４ 受取手形
割引高 

39百万円

受取手形
裏書譲渡高 

764 〃

４ 受取手形
割引高 

34百万円

受取手形
裏書譲渡高 

330 〃 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

土地 54百万円

その他 12 〃 

計 66 〃 

――――― 

  

――――― 

  

※２ 固定資産除却等損の内訳は次

のとおりであります。 

   上記のうち、生産拠点移転に

伴う固定資産除却等損は848

百万円であります。 

建物及び 
構築物 

581百万円

機械装置 
及び運搬具 

419 〃 

その他 63 〃 

計 1,064 〃 

※２ 固定資産除却等損の内訳は次

のとおりであります。 

  

建物及び
構築物 

139百万円

機械装置
及び運搬具 

461 〃

その他 53 〃

計 654 〃

※２ 固定資産除却等損の内訳は次

のとおりであります。 

   上記のうち、生産拠点移転に

伴う固定資産除却等損は856

百万円であります。 

建物及び
構築物 

717百万円

機械装置
及び運搬具 

555 〃 

工具器具及び 
備品 

104 〃 

その他 24 〃 

計 1,401 〃 

※３ 固定資産解体撤去費用は、主

として生産拠点移転に伴う更

地化工事であります。 

――――― 

  

※３ 固定資産解体撤去費用は、主

として生産拠点移転に伴う更

地化工事であります。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

  

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

当社グループは、事業資産に

おいては事業の種類別セグメ

ントの基礎としている管理会

計上の区分を基準にグルーピ

ングし、本社などの特定の事

業との関連が明確でない資産

については、共用資産として

おります。また遊休資産およ

び賃貸資産(旧営業拠点や保

養所などが、事業再編や福利

厚生の見直しに伴って遊休化

または賃貸したもの)におい

ては個別物件単位で、グルー

ピングを行っております。 

遊休資産は、将来の使用が見

込まれていないため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

(533百万円)として特別損失

に計上しております。回収可

能価額は正味売却額により測

定しており、主に不動産鑑定

評価額を使用しております。 

賃貸資産は、継続的な時価の

下落などにより帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(343百万

円)として特別損失に計上し

ております。回収可能価額は

使用価値により測定してお

り、将来のキャッシュ・フロ

ーを５％で割り引いて算定し

ております。 

場所 用途 種類

滋賀県
愛知郡 
他６件 

遊休資産 土地

大阪府
東大阪市 

賃貸資産
土地・
建物等

――――― 

  

※５ 前期損益修正損の内訳は過年

度固定資産売却益修正損であ

ります。 

――――― 

  

※５ 前期損益修正損の内訳は過年

度固定資産売却益修正損であ

ります。 

※６ 中間連結会計期間に係る税額

算定に当たり、当連結会計年

度の利益処分において取崩す

ことを予定している特別償却

準備金、保険差益圧縮積立金

および固定資産圧縮積立金の

額を課税所得に反映させてお

ります。 

※６     同左 ※６    ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定 14,165百万円

有価証券勘定 1,286 〃 

計 15,451 〃 

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△362 〃 

１年以内に満期の 
到来する満期保有 
目的の債券 

△28 〃 

現金及び 
現金同等物 

15,060 〃 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定 14,798百万円

有価証券勘定 1,244 〃

計 16,042 〃

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△709 〃

現金及び 
現金同等物 

15,332 〃

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 13,614百万円

有価証券勘定 1,460 〃 

計 15,074 〃 

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△522 〃 

１年以内に満期の 
到来する満期保有 
目的の債券 

△27 〃 

現金及び
現金同等物 

14,525 〃 

――――― 

  

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産およ

び負債の主な内訳 

  東洋モートン㈱および 

  東洋モートン韓国㈱ 

  (平成17年４月１日現在) 

流動資産 4,648

固定資産 1,685

連結調整勘定 24

流動負債 △2,659

固定負債 △0

少数株主持分 △1,826

東洋モートン㈱お
よび東洋モートン
韓国㈱の取得価額

1,872

東洋モートン㈱お
よび東洋モートン
韓国㈱の前連結会
計年度までの取得
価額 

△1,872

差引：東洋モート
ン㈱および東洋モ
ートン韓国㈱の当
中間連結会計期間
の取得価額 

0

東洋モートン㈱お
よび東洋モートン
韓国㈱の現金及び
現金同等物 

△1,237

差引：東洋モート
ン㈱及び東洋モー
トン韓国㈱取得に
よる収入 

△1,237

――――― 

  



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 借主としてのリース取引 

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

および中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,118 516 602

工具器具 
及び備品 

2,971 1,638 1,333

無形固定 
資産 

997 561 436

その他 83 72 11

合計 5,172 2,788 2,384

１ 借主としてのリース取引 

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

および中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

1,103 568 534

工具器具 
及び備品 

2,094 989 1,104

無形固定 
資産 

656 294 361

その他 19 12 6

合計 3,873 1,864 2,008

１ 借主としてのリース取引 

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

1,097 537 560

工具器具
及び備品 

2,576 1,326 1,250

無形固定
資産 

848 490 357

その他 19 12 7

合計 4,542 2,366 2,176

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 952百万円

１年超 1,477 〃 

合計 2,429 〃 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 840百万円

１年超 1,207 〃

合計 2,047 〃

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 887百万円

１年超 1,331 〃 

合計 2,218 〃 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額および支払利息相当

額 

支払リース料 631百万円

減価償却費 
相当額 

591 〃 

支払利息 
相当額 

35 〃 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額および支払利息相当

額 

支払リース料 498百万円

減価償却費
相当額 

467 〃

支払利息
相当額 

26 〃

③ 支払リース料、減価償却費

相当額および支払利息相当

額 

支払リース料 1,193百万円

減価償却費 
相当額 

1,114 〃 

支払利息
相当額 

69 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) オペレーティング・リース取

引に係る注記 

  未経過リース料 

１年内 304百万円

１年超 648 〃 

合計 952 〃 

(2) オペレーティング・リース取

引に係る注記 

  未経過リース料 

１年内 368百万円

１年超 864 〃

合計 1,232 〃

(2) オペレーティング・リース取

引に係る注記 

  未経過リース料 

１年内 387百万円

１年超 890 〃 

合計 1,278 〃 

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額および中間期

末残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

30 17 12

工具器具 
及び備品 

272 178 94

無形固定 
資産 

91 40 51

合計 394 236 158

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額および中間期

末残高 

  
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

29 17 11

工具器具 
及び備品 

228 181 47

無形固定 
資産 

94 52 42

合計 352 250 101

２ 貸主としてのリース取引 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額および期末残

高 

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

42 21 20

工具器具
及び備品 

264 191 72

無形固定
資産 

102 49 52

合計 409 263 146

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 76百万円

１年超 85 〃 

合計 162 〃 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 54百万円

１年超 49 〃

合計 104 〃

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 72百万円

１年超 77 〃 

合計 149 〃 

③ 受取リース料、減価償却費

および受取利息相当額 

受取リース料 42百万円

減価償却費 40 〃 

受取利息 
相当額 

1 〃 

③ 受取リース料、減価償却費

および受取利息相当額 

受取リース料 38百万円

減価償却費 36 〃

受取利息
相当額 

1 〃

③ 受取リース料、減価償却費

および受取利息相当額 

受取リース料 86百万円

減価償却費 82 〃 

受取利息
相当額 

3 〃 

④ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物

件の取得価額との差額を利

息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法

によっております。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

④ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 取得原価は減損処理後の金額であります。 

なお、有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末日における当該銘柄の時価が、取得原価に対し50％以上下落した

場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した場合については、

時価の推移および財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を行っておりますが、当中間連結会計期

間において、減損処理による損失計上はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 19,014 23,830 4,816

(2) 債券 5 5 ―

(3) その他 1,270 1,222 △48

合計 20,290 25,058 4,768

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

１ 満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 609

２ その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 941

  投資信託 187

  MMF等 1,119



当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 取得原価は減損処理後の金額であります。 

なお、有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末日における当該銘柄の時価が、取得原価に対し50％以上下落した

場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した場合については、

時価の推移および財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を行っておりますが、当中間連結会計期

間において、減損処理による損失計上はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 19,523 28,783 9,259

(2) 債券 28 28 0

(3) その他 818 877 59

合計 20,370 29,690 9,319

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

１ 満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 559

２ その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,022

  投資信託 68

  投資事業有限責任組合および
  それに類する組合への出資 

369

  MMF等 1,200



前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 取得原価は減損処理後の金額であります。なお、有価証券の減損に当たっては、連結会計年度末日における当該銘柄の時価

が、取得原価に対し50％以上下落した場合は「著しく下落」があったものとし、減損処理を行っております。また、30％以

上50％未満下落した場合については、時価の推移および財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断し、減損処理を

行っておりますが、当連結会計年度において、減損処理による損失はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 19,563 26,607 7,044

(2) 債券 28 28 0

(3) その他 1,195 1,183 △11

合計 20,787 27,820 7,032

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

１ 満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 610

２ その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 996

  投資信託 172

  投資事業有限責任組合および
  それに類する組合への出資 

405

  MMF等 1,284



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

１ 通貨関連 

  

(注) 時価の算定方法 

為替予約取引は先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引は取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

２ 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

為替予約取引   

売建   

米ドル 479 ― 482 △3

英ポンド 98 ― 99 △1

日本円 78 ― 80 △1

シンガポールドル 7 ― 7 △0

買建   

日本円 251 ― 242 9

米ドル 113 ― 115 2

合計 1,028 ― 1,027 6

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

金利カラー取引 597 597 0 0

合計 597 597 0 0



当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

１ 通貨関連 

  

(注) 時価の算定方法 

為替予約取引は先物為替相場によっております。 

  

２ 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

為替予約取引   

売建   

米ドル 808 ― 837 △29

英ポンド 60 ― 61 △0

日本円 2 ― 1 0

買建   

米ドル 579 ― 582 2

日本円 90 ― 89 △0

合計 1,540 ― 1,572 △27

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

金利カラー取引 675 337 ― ―

合計 675 337 ― ―



前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

１ 通貨関連 

  

(注) 時価の算定方法 

為替予約取引は先物為替相場によっております。 

  

２ 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

前へ     

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

為替予約取引   

売建   

米ドル 504 ― 491 12

英ポンド 110 ― 109 0

シンガポールドル 32 ― 32 △0

買建   

米ドル 628 ― 630 1

日本円 114 ― 116 2

合計 1,390 ― 1,380 17

区分 種類
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 
の取引 

金利カラー取引 645 322 ― ―

合計 645 322 ― ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ 
クアーツ 
関連機器 
および材料 
(百万円) 

高分子
関連材料 
(百万円) 

化成品お
よびメデ 
ィア材料 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

42,817 16,163 21,039 27,704 4,762 112,486 ― 112,486

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

130 126 493 896 1,521 3,168 (3,168) ―

計 42,947 16,289 21,533 28,600 6,283 115,654 (3,168) 112,486

営業費用 38,346 15,690 19,604 23,085 6,050 102,777 2,742 105,520

営業利益 4,600 599 1,928 5,514 233 12,877 (5,911) 6,965

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ 
クアーツ 
関連機器 
および材料 
(百万円) 

高分子
関連材料 
(百万円) 

化成品お
よびメデ 
ィア材料 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

44,626 17,225 21,159 28,200 3,588 114,800 ― 114,800

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

244 33 578 872 1,741 3,470 (3,470) ―

計 44,870 17,258 21,737 29,073 5,330 118,271 (3,470) 114,800

営業費用 40,720 16,719 19,894 23,739 5,256 106,329 1,557 107,887

営業利益 4,150 538 1,843 5,334 74 11,941 (5,028) 6,912



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は製品系列を基礎とし、市場の類似性も考慮して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 印刷インキ………………………………………オフセットインキ、グラビアインキ等 

(2) グラフィックアーツ関連機器および材料……印刷機械、印刷機器、印刷材料、プリプレスシステム、グラビアシリンダ

ー製版等 

(3) 高分子関連材料…………………………………缶用内外面塗料、金属インキ、樹脂、接着剤、ワックス、塗工材料等 

(4) 化成品およびメディア材料……………………有機顔料、加工顔料、合成樹脂着色剤、着色樹脂、カラーフィルター用材

料、電子材料、インクジェット材料等 

(5) その他……………………………………………ソフトウェア開発および役務提供業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の本社管理部門費用および基礎的研

究費用であります。 

前中間連結会計期間   6,060百万円 

当中間連結会計期間   5,325百万円 

前連結会計年度     12,075百万円 

  

  
印刷 
インキ 
(百万円) 

グラフィッ 
クアーツ 
関連機器 
および材料 
(百万円) 

高分子
関連材料 
(百万円) 

化成品お
よびメデ 
ィア材料 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

87,538 32,934 41,956 55,931 10,957 229,318 ― 229,318

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

300 199 1,040 1,835 3,083 6,459 (6,459) ―

計 87,838 33,133 42,997 57,766 14,041 235,777 (6,459) 229,318

営業費用 78,767 32,001 39,404 47,945 13,626 211,745 5,307 217,053

営業利益 9,070 1,131 3,593 9,821 415 24,032 (11,767) 12,264



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、オーストラリア、マレーシア、シンガポール 

(2) ヨーロッパ…………………フランス、ベルギー 

(3) 北米…………………………アメリカ 

  

  
日本
(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

87,010 17,453 3,583 4,438 112,486 ― 112,486

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7,803 936 331 21 9,093 (9,093) ―

計 94,814 18,389 3,915 4,460 121,579 (9,093) 112,486

営業費用 89,451 17,119 4,036 4,348 114,955 (9,434) 105,520

営業利益又は営業損失(△) 5,362 1,270 △121 112 6,624 341 6,965

  
日本
(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

86,978 19,350 3,314 5,157 114,800 ― 114,800

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

8,013 1,225 383 37 9,659 (9,659) ―

計 94,992 20,575 3,697 5,194 124,460 (9,659) 114,800

営業費用 89,323 19,506 3,892 5,175 117,897 (10,010) 107,887

営業利益又は営業損失(△) 5,668 1,069 △195 18 6,562 350 6,912

  
日本
(百万円) 

アジア・ 
オセアニア
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

175,995 36,407 7,312 9,602 229,318 ― 229,318

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

15,295 2,002 847 35 18,181 (18,181) ―

計 191,290 38,410 8,159 9,638 247,499 (18,181) 229,318

営業費用 181,687 36,073 8,454 9,542 235,757 (18,704) 217,053

営業利益又は営業損失(△) 9,603 2,337 △294 95 11,741 523 12,264



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・オセアニア………中華人民共和国、台湾、オーストラリア、マレーシア、シンガポール 

(2) ヨーロッパ…………………フランス、ドイツ 

(3) 北米・中南米………………アメリカ、メキシコ 

(4) アフリカ……………………南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)

であります。 

  

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,380 3,542 6,221 84 28,229

Ⅱ 連結売上高(百万円)     112,486

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

16.3 3.2 5.5 0.1 25.1

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,335 3,288 5,251 92 28,967

Ⅱ 連結売上高(百万円)     114,800

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

17.7 2.8 4.6 0.1 25.2

  
アジア・ 
オセアニア 

ヨーロッパ 北米・中南米 アフリカ 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 38,005 7,205 14,760 185 60,157

Ⅱ 連結売上高(百万円)     229,318

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

16.6 3.1 6.4 0.1 26.2



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 443円17銭 １株当たり純資産額 467円84銭 １株当たり純資産額 452円62銭

１株当たり中間純利益金額 9円49銭 １株当たり中間純利益金額 10円44銭 １株当たり当期純利益金額 18円07銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益金額 

7円85銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益金額

9円02銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

15円05銭

  
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額   

中間(当期)純利益 2,623百万円 2,883百万円 5,126百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 131百万円 

(うち利益処分による役員賞与金) ― ― (131百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 2,623百万円 2,883百万円 4,994百万円 

普通株式の期中平均株式数 276,384千株 276,298千株 276,360千株 

    

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額   

中間(当期)純利益調整額 141百万円 99百万円 305百万円 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (134百万円) (95百万円) (269百万円)

普通株式増加数 75,923千株 54,443千株 75,923千株 

(うち転換社債) (75,923千株) (54,443千株) (75,923千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 
― ― ― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,641   3,697 3,243   

２ 受取手形   20,762   19,557 20,445   

３ 売掛金   49,683   52,286 50,871   

４ たな卸資産   14,893   15,174 15,372   

５ 繰延税金資産   1,922   1,149 1,837   

６ その他   2,869   1,238 1,524   

貸倒引当金   △354   △394 △353   

流動資産合計     93,417 40.7 92,708 39.7   92,941 40.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物   16,201   15,605 15,769   

(2) 機械及び装置   19,535   19,278 19,668   

(3) 土地   18,210   18,084 18,100   

(4) その他   6,746   6,492 6,568   

有形固定資産合計   60,694   26.5 59,461 25.5 60,106   26.0

２ 無形固定資産   3,037   1.3 2,404 1.0 2,843   1.2

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   24,429   29,239 27,321   

(2) 関係会社株式   35,746   37,545 36,826   

(3) その他   14,285   13,145 12,534   

貸倒引当金   △2,156   △1,218 △1,181   

投資その他の資産合計   72,304   31.5 78,712 33.8 75,501   32.6

固定資産合計     136,035 59.3 140,577 60.3   138,451 59.8

資産合計     229,453 100.0 233,286 100.0   231,392 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   936   1,598 1,388   

２ 買掛金   31,497   32,628 32,779   

３ 短期借入金   9,859   9,736 9,866   

４ コマーシャルペーパー   3,000   ― 2,000   

５ １年以内に償還予定 
の転換社債   13,268   14,999 14,999   

６ その他   12,230   10,123 10,607   

流動負債合計     70,792 30.9 69,086 29.6   71,640 31.0

Ⅱ 固定負債           

１ 転換社債   29,345   14,346 14,346   

２ 長期借入金   13,228   25,358 25,368   

３ 繰延税金負債   825   4,081 2,784   

４ 役員退職慰労引当金   379   379 379   

５ その他   62   61 61   

固定負債合計     43,840 19.1 44,226 19.0   42,939 18.5

負債合計     114,632 50.0 113,312 48.6   114,580 49.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     24,610 10.7 24,610 10.5   24,610 10.6

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   25,823   25,823 25,823   

２ その他資本剰余金   0   0 0   

資本剰余金合計     25,824 11.2 25,824 11.1   25,824 11.2

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   5,206   5,206 5,206   

２ 任意積立金   53,276   52,970 53,276   

３ 中間(当期)未処分利益   3,305   6,148 4,121   

利益剰余金合計     61,788 26.9 64,325 27.6   62,605 27.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     2,714 1.2 5,367 2.3   3,911 1.7

Ⅴ 自己株式     △117 △0.0 △154 △0.1   △139 △0.1

資本合計     114,820 50.0 119,973 51.4   116,812 50.5

負債・資本合計     229,453 100.0 233,286 100.0   231,392 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     87,592 100.0 88,403 100.0   176,665 100.0

Ⅱ 売上原価     69,401 79.2 71,084 80.4   141,015 79.8

売上総利益     18,190 20.8 17,319 19.6   35,650 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     14,728 16.8 13,604 15.4   29,456 16.7

営業利益     3,462 4.0 3,715 4.2   6,193 3.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   50   37 88   

２ 受取配当金   989   1,017 1,362   

３ その他   1,274 2,315 2.6 1,409 2,465 2.8 2,513 3,965 2.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   307   290 615   

２ その他   515 823 0.9 427 717 0.8 1,165 1,780 1.0

   経常利益     4,954 5.7 5,462 6.2   8,377 4.7

Ⅵ 特別利益 ※１   64 0.1 86 0.1   943 0.5

Ⅶ 特別損失 ※1,4   2,346 2.7 1,132 1.3   3,583 2.0

税引前中間(当期) 
純利益     2,673 3.1 4,415 5.0   5,737 3.2

法人税、住民税 
及び事業税   72   503 129   

法人税等調整額 ※３ 871 943 1.1 986 1,490 1.7 2,094 2,224 1.2

中間(当期)純利益     1,729 2.0 2,925 3.3   3,513 2.0

前期繰越利益     1,575 3,223   1,575 

中間配当額     ― ―   967 

中間(当期)未処分利益     3,305 6,148   4,121 

            



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準および評価方法 １ 資産の評価基準および評価方法 １ 資産の評価基準および評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

    ……償却原価法(定額法) 

  ② 子会社株式および関連会社

株式 

……移動平均法による原価

法 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

……同左 

② 子会社株式および関連会

社株式 

……同左 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

……同左 

② 子会社株式および関連会

社株式 

……同左 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

…同左 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

    時価のないもの 

…同左 

    時価のないもの 

…同左 

 (2) デリバティブ…時価法  (2) デリバティブ…同左  (2) デリバティブ…同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 製品・原料・仕掛品 

……総平均法による原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 製品・原料・仕掛品 

……同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 製品・原料・仕掛品 

……同左 

  ② 商品・貯蔵品 

……最終仕入原価法 

ただし、商品のうち機

械は個別法による原価

法 

  ② 商品・貯蔵品 

……同左 

  ② 商品・貯蔵品 

……同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を

採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年 

機械及び装置 ４～15年 

工具器具及び備品 ４～10年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

   ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額法

を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年 

機械及び装置 ４～15年 

工具器具及び備品 ４～６年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…定率法 

   ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額法

を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年 

機械及び装置 ４～15年 

工具器具及び備品 ４～10年 

 (2) 無形固定資産…定額法 

   ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

 (2) 無形固定資産…定額法 

同左 

 (3) 長期前払費用…均等償却    (3) 長期前払費用…均等償却 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上することとしてお

ります。 

   なお、当該金額を超過する掛

金拠出額は、長期前払年金費用

として計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる

額を計上することとしておりま

す。 

   なお、当該金額を超過する掛

金拠出額は、長期前払年金費用

として計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による定額法により

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

払いに充てるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を引

当計上しております。 

   なお、平成16年５月に役員退

職慰労金内規を改定しており、

平成16年７月以降対応分につい

ては、引当計上を行っておりま

せん。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

払いに充てるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を引

当計上しております。なお、平

成16年５月に役員退職慰労金内

規を改定しており、平成16年７

月以降対応分については、引当

計上を行っておりません。従い

まして、当中間会計期間末の残

高は、現任取締役が平成16年６

月以前に就任していた期間に応

じて引当計上した額でありま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

払いに充てるため、内規に基づ

く事業年度末要支給額を引当計

上しております。なお、平成16

年５月に役員退職慰労金内規を

改定しており、平成16年７月以

降対応分については、引当計上

を行っておりません。従いまし

て、当事業年度末の残高は、現

任取締役が平成16年６月以前に

就任していた期間に応じて引当

計上した額であります。 



  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産または負債の本邦

通貨への換算基準 

４ 外貨建の資産または負債の本邦

通貨への換算基準 

４ 外貨建の資産または負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 ５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップ取引のうち、特

例処理要件を満たしているもの

について特例処理を採用してお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ

取引 

   ヘッジ対象……長期借入金 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……同左 

  

   ヘッジ対象……同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……同左 

  

   ヘッジ対象……同左 

 (3) ヘッジ方針 

   支払利息の変動金利リスクを

回避し、支払利息のキャッシ

ュ・フローを固定化する目的で

金利スワップ取引を行っており

ます。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を充足してい

るため、有効性の判定は省略し

ております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

  消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間会計期間か

ら適用しております。これにより税

引前中間純利益が26百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(企業会計基準委員会

平成16年２月13日)が公表されたこ

とに伴い、当中間会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割および資本割109百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。 

――――― 

  

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(企業会計基準委員会 

平成16年２月13日)が公表されたこ

とに伴い、当事業年度から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割および資本割210百万円

を販売費及び一般管理費として処

理しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

111,629百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

113,229百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

113,601百万円 

 ２ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は中間期末日

の為替相場によるものであり

ます。 

 ２ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は中間期末日

の為替相場によるものであり

ます。 

 ２ 保証債務 

金融機関よりの借入金等につ

いて保証(保証予約を含む)を

行っております。なお、外貨

建ての円換算額は決算期末日

の為替相場によるものであり

ます。 

東洋インキ・インタ
ーナショナル㈱ 

(US＄13,300千)
1,476百万円 

T.I.P.P. 
(マレーシア)㈱ 

(US＄8,940千)
992 〃 

東洋油墨極東㈲ 
  

(US＄7,500千)
832 〃 

㈱生産経済新聞社 626 〃 

東洋インキ・ 
オーストラリア㈱ 

(A＄5,100千)
405 〃 

東洋インキ・コンパ
ウンズ㈱ 

(US＄2,600千)
288 〃 

シェルケース㈱ 
  

(US＄2,500千)
277 〃 

三永インキ・ 
ペイント製造㈱ 

(W1,587百万他)
222 〃 

東洋油墨亞洲㈲ 
  

(HK＄13百万他)
212 〃 

上海東洋塑料 
着色剤㈲ 

(US＄1,613千)
179 〃 

その他９社 452 〃 

従業員(住宅ローン) 2,328 〃 

計 8,298 〃 

東洋ビーネット㈱ 3,300百万円

東洋インキ・インタ
ーナショナル㈱ 

(US＄16,000千)
1,811 〃 

東洋油墨極東㈲
  

(US＄7,000千)
792 〃 

T.I.P.P. 
(マレーシア)㈱ 

(US＄6,355千)
719 〃 

㈱生産経済新聞社 525 〃

上海東洋油墨制造㈲
  

(RMB28,000千他)
447 〃 

東洋インキ・ 
オーストラリア㈱ 

(A＄5,100千)
438 〃 

東洋インキ・コンパ
ウンズ㈱ 

(US＄3,658千)
414 〃 

三永インキ・ 
ペイント製造㈱ 

(W1,646百万他)
252 〃 

東洋油墨亞洲㈲
  

(HK＄14,000千他)
249 〃 

その他10社 716 〃

従業員(住宅ローン) 1,975 〃

計 11,643 〃

東洋ビーネット㈱ 3,400百万円

東洋インキ・インタ
ーナショナル㈱ 

(US＄16,242千)
1,744 〃 

T.I.P.P.
(マレーシア)㈱ 

(US＄8,940千)
960 〃 

東洋油墨極東㈲
  

(US＄7,000千)
751 〃 

㈱生産経済新聞社 575 〃 

東洋インキ・
オーストラリア㈱ 

(A＄5,100千)
422 〃 

上海東洋油墨制造㈲ 
  

(RMB26,000千)
336 〃 

東洋インキ・コンパ
ウンズ㈱ 

(US＄2,600千他)
279 〃 

三永インキ・
ペイント製造㈱ 

(W1,631百万他)
244 〃 

東洋油墨亞洲㈲
  

(HK＄15,000千他)
225 〃 

その他９社 500 〃 

従業員(住宅ローン) 2,156 〃 

計 11,596 〃 

 ３ 受取手形 
割引高 

47百万円

受取手形 
裏書譲渡高 

926  〃 

 ３ 受取手形
割引高 

39百万円

受取手形
裏書譲渡高 

764  〃

３ 受取手形
割引高 

34百万円

受取手形
裏書譲渡高 

330  〃 

 ４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

 ４ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 



  
(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別損益の主要項目 

   (特別損失) 

    固定資産解体撤去費用 

1,206百万円 

   主として生産拠点移転に伴う

更地化工事によるものであり

ます。 

    固定資産除却等損 

   上記のうち、生産拠点移転に

伴う固定資産除却損は848百

万円であります。 

   従来、「固定資産除却損」

「固定資産除却等損」に含め

て注記しておりました「固定

資産解体撤去費用」は、税引

前中間純利益の100分の20を

超えたため、当中間会計期間

より区分注記しております。 

   なお、前中間会計期間の「固

定資産除却損」に含まれてい

る「固定資産解体撤去費用」

は97百万円、前事業年度の

「固定資産除却等損」に含ま

れている「固定資産解体撤去

費用」は221百万円でありま

す。 

建物 483百万円

機械及び 
装置 

406 〃 

その他 148 〃 

計 1,037 〃 

※１ 特別損益の主要項目 

   (特別損失) 

    固定資産除却等損 

  

   前中間会計期間より区分注記

しておりました「固定資産解

体撤去費用」(当中間会計期

間129百万円)は、税引前中間

純利益の100分の20以下であ

るために、当中間会計期間よ

り「固定資産除却等損」に含

めて注記しております。 

  

建物 67百万円

機械及び
装置 

438 〃

その他 85 〃

計 591 〃

事業撤退損 310 〃

※１ 特別損益の主要項目 

   (特別利益) 

   (特別損失) 

    固定資産解体撤去費用 

1,460百万円 

   主として生産拠点移転に伴う

更地化工事によるものであり

ます。 

    固定資産除却等損 

   上記のうち、生産拠点移転に

伴う固定資産除却損は856百

万円であります。 
  

投資有価
証券売却益 

866百万円

建物 581百万円

機械及び 
装置 

513 〃 

その他 207 〃 

計 1,302 〃 

関係会社
株式評価損 

374百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,579百万円

無形固定資産 402 〃 

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,511百万円

無形固定資産 422 〃

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,580百万円

無形固定資産 816 〃 

※３ 中間会計期間に係る税額算定

に当たり、当事業年度の利益

処分において取崩すことを予

定している特別償却準備金、

保険差益圧縮積立金および固

定資産圧縮積立金の額を課税

所得に反映させております。 

※３     同左 

  

――――― 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 

  

※４ 減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしま

した。 

当社は、事業資産においては

事業の種類別セグメントの基

礎としている管理会計上の区

分を基準にグルーピングし、

本社など特定の事業との関連

が明確でない資産について

は、共用資産としておりま

す。また、遊休資産において

は個別物件単位で、グルーピ

ングを行っております。 

遊休資産は、将来の使用が見

込まれていないため、帳簿価

格を回収可能価額(正味売却

価額)まで減額し、当該減少

額を減損損失(26百万円)とし

て特別損失に計上しておりま

す。 

場所 用途 種類

北海道
爾志郡 

遊休資産 土地

――――― 

  



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 

35 19 16

車両 
運搬具 

563 388 175

工具器具 
及び備品 

1,316 633 683

無形固定 
資産 

404 173 231

その他 10 4 5

合計 2,332 1,219 1,112
 「無形固定資産」は重要性が減少

したため、当中間会計期間より

「その他」に含めて注記しており

ます。 

 なお、当中間会計期間の「その

他」に含まれている「無形固定資

産」の取得価額相当額は14百万

円、減価償却累計額相当額は８百

万円、中間期末残高相当額は６百

万円であります。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 

28 18 10

車両 
運搬具 

513 220 293

工具器具 
及び備品 

668 334 334

その他 34 18 15

合計 1,245 591 654

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置 

32 18 13

車両
運搬具 

542 242 300

工具器具
及び備品 

1,437 721 716

無形固定
資産 

430 225 204

その他 16 6 10

合計 2,459 1,213 1,245

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 486百万円

１年超 644 〃 

合計 1,131 〃 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 236百万円

１年超 426 〃

合計 662 〃

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 532百万円

１年超 730 〃 

合計 1,263 〃 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 280百万円

減価償却費 
相当額 

267 〃 

支払利息 
相当額 

11 〃 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 139百万円

減価償却費
相当額 

133 〃

支払利息
相当額 

6 〃

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 570百万円

減価償却費 
相当額 

546 〃 

支払利息
相当額 

23 〃 

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……同左 

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

……同左 

 ・利息相当額の算定方法 

……同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 415円44銭 １株当たり純資産額 434円23銭 １株当たり純資産額 422円37銭

１株当たり中間純利益金額 6円26銭 １株当たり中間純利益金額 10円59銭 １株当たり当期純利益金額 12円35銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益金額 

5円31銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益金額

9円14銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

10円56銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

 中間(当期)純利益 1,729百万円 2,925百万円 3,513百万円

 普通株主に帰属しない金額 ― ― 100百万円

 (うち利益処分による役員賞与金) ― ― (100百万円)

 普通株式に係る中間(当期)純利益 1,729百万円 2,925百万円 3,413百万円

 普通株式の期中平均株式数 276,396千株 276,310千株 276,372千株

   

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額  

 中間(当期)純利益調整額 141百万円 99百万円 305百万円

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (134百万円) (95百万円) (269百万円)

 普通株式増加数 75,923千株 54,443千株 75,923千株

 (うち転換社債) (75,923千株) (54,443千株) (75,923千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

―

  
  

―

  
  

―

  
  



(2) 【その他】 

平成17年11月16日開催の取締役会において、当社定款第38条の規定に基づき、平成17年９月30日現在の株主名簿

および実質株主名簿に記載または記録された株主、または登録質権者に対し、商法第293条ノ５の規定に基づく金銭

の分配(中間配当)を次のとおり行う旨決議しました。 

  

本決議の効力発生日および支払開始日 平成17年12月６日

中間配当金の総額 1,105,165,784円

１株当たりの中間配当金 ４円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
およびその添付書類 

事業年度 
(第167期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

東洋インキ製造株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋イ

ンキ製造株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  高  橋     勝  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     実  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月８日

東洋インキ製造株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋イ

ンキ製造株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東洋インキ製造株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  高  橋     勝  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     実  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

東洋インキ製造株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋イ

ンキ製造株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第167期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東洋インキ製造株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  高  橋     勝  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     実  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月８日

東洋インキ製造株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋イ

ンキ製造株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第168期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東洋インキ製造株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  高  橋     勝  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     実  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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